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教育予算確保・拡充と就学保障の実現に向けた意見書 

 

令和７年１月に文部科学省が発表した「就学援助実施状況調査」では、要保護・
準要保護率は、全国で１３．６６％（７人に１人）、北海道においては全国で８番
目に高い１７．５９％（５．７人に１人）となっており、まだまだ厳しい実態にあ
る。 
教育現場に目を向けると物価の高騰によって学用品類など日常的にかかる費用だ

けでなく、児童生徒が楽しみにしている修学旅行費などの家計負担も全く減ること
はない。それどころか、地方交付税措置されている教材費や図書費についても自治
体によってその措置に格差が生じている。 
また、高校授業料無償化制度の所得制限は撤廃されたものの「奨学金制度」を利

用せざるを得ない子供たちや経済的な理由で進学・就学を断念する子供も増加して
いる。２０２６年度予算では、「高校生等奨学給付金」が年収２７０万円未満から
４９０万円未満へと拡充され、「給食費無償化」についても小学校で実施されるが、

まだ十分とは言えない。 
こうした状況を踏まえ、国においては、教育予算の確保・拡充、就学保障の充実

を図るよう、次の事項について特段の措置を講ずるよう、強く求める。 
 

記 
 

１ 教育の機会均等・水準の最低保障を担保するため、義務教育費「無償」とする
ことを求める。少なくとも、義務教育費国庫負担制度を堅持し、義務教育費国庫
負担金の負担率を上げるよう要請する。 

２ 給食費（中学校）、修学旅行費、教材費など保護者負担の解消や、図書費など
について国において十分な確保・拡充を行うよう要請する。 

３ 就学援助制度・奨学金制度のさらなる拡大など、就学保障の充実に向け、国の
責任において予算の十分な確保・拡充を図るよう要請する。 

４ 子供たちの豊かな学びを保障するため、学習指導要領の内容精選及び標準授業
時数精選を図り「カリキュラム・オーバーロード」の早期改善を図るよう要請す
る。 
 
以上、地方自治法第９９条の規定により提出する。 
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